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農業土木工事施工管理基準 

第１  目的 

この農業土木施工管理基準（以下、｢管理基準｣という。）は、香川県農政水産部所管に係る県

営農業土木工事について、その施工に当たっての工事の工程管理、出来形管理及び品質管理の適

正化を図るため、受注者が実施する施工管理の基準を定めたものである。 

第２ 適用 

この管理基準は、香川県農政水産部所管に係る県営農業土木工事を請負により施工する場合に

適用するもので、この管理基準と特記仕様書が一致しない条項は特記仕様書が優先する。 

本管理基準に定めるJIS 規格及び各種協会規格が、最新のこれらの規格と異なる場合にあって

は、当該最新の規格を適用するものとする。 

第３ 施工管理の基本構成 

施工管理の基本構成は次のとおりとする。 

工程管理（進度管理） 

直接測定による出来形管理 

施工管理 出来形管理 

撮影記録による出来形管理 

品質管理 

１ 工程管理 

契約工期を考慮し、工事の施工達成に必要な作業手順及び日程を定めて、工程内容に応じ

た方式（ネットワーク方式、バーチャート方式等）により工程計画書を作成し、工事実施途

中で計画と実績を比較検討の上、必要な処置を講じるものとする。 

２ 直接測定による出来形管理 

工事の出来形を把握するため、工作物の寸法、基準高等の測定項目を施工順序に従い直接

測定（以下、｢出来形測定｣という。）し、その都度、結果を管理方法に定められた方式によ

り記録を行い、常に適正な管理を行うものとする。 

３ 撮影記録による出来形管理 

出来形測定、品質管理を実施した場合、又は施工段階（区切り）及び施工の進行過程が確

認できるよう、撮影基準等に基づいて撮影記録を行い、常に適正な管理を行うものとする。 

４ 品質管理 

資材等の品質を把握するために、物理的、化学的試験を実施（以下、｢試験等｣という。）

し、その都度、結果を管理方法に定められた方式により記録を行い、常に適正な管理を行う

ものとする。 

第４ 施工管理の実施 

１ 施工管理責任者 

受注者は、農業土木共通仕様書第１編共通編 第１章総則 第１節総則 １－１－１０主任

技術者等の資格に規定する技術者等と同等以上の資格を有するものを、施工管理責任者に定

めなければならない。 
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施工管理責任者は、当該工事の施工管理を掌握し、この管理基準に従い適正な管理を実施

しなければならない。 

２ 施工管理項目 

施工管理は、別表第１｢直接測定による出来形管理｣、別表第２｢撮影記録による出来形管

理｣、別表第３｢品質管理｣により行うものとする。 

なお、この管理基準又は特記仕様書に明示されていない事項及び不明な事項については、

工事監督員と協議するものとする。 

３ 施工管理の実施と提出内容 

施工管理は、契約工期、工事目的物の出来形及び品質規格の確保が図られるよう、工事の

進行に並行して、速やかに実施し、その結果を工事監督員に提出し、確認を受けるものとす

る。 

なお、提出様式は別表第４｢施工管理記録様式｣を参考に適正な方式を選定するものとする。 

４ 施工管理上の留意点 

（１） 完成後に明視できない部分又は完成後に測定困難な部分については、完成後に確認でき

るよう、測定・撮影箇所を増加する等、出来形測定、撮影記録に特に留意するものとする。 

（２） 完成後に測定できないコンクリート構造物の出来形測定は、工事監督員の承諾を得て、

型枠建込時の測定値によることができるものとする。 

（３） 管理方式が構造図に朱記、併記するものにあっては、規格値を合わせて記載するものと

する。 

（４） 施工管理の初期段階においては、必要に応じて測定基準にかかわらず測定頻度などを増

加するものとする。 

（５） 出来形測定及び試験等の測定値が著しく偏向したり、バラツキが大きい場合は、その原

因を追求かつ是正し、常に所要の品質規格が得られるように努めるものとする。 

５ 検査（竣工・既済部分）時の提出内容 

受注者は、竣工検査、既済部分検査時に、この管理基準に定められた施工管理の結果を提

出するものとする。 

６ その他 

（１） 規格値の上下限を超えた場合は｢手直し｣を行うものとする。 

ただし、上限を超えても構造及び機能上、支障ない場合はこの限りでない。 

（２） 施工管理の記録は、電子納品対象物である。 

（３） 施工管理に要する費用は、受注者の負担とする。 

第５ 用語の定義 

管理基準値‥‥‥管理基準値は、｢規格値｣の範囲内に収まるよう、受注者が実施する施工管理

の｢目標値｣として示したものである。 

規格値‥‥‥‥‥規格値は、設計値と出来形測定値、試験値との差の限界値であり、測定・試

験値は全て規格値の範囲内になければならない。 

































































































40 

 

A

E

A A

E

A

A

E

A A

E

A A

E

A

A

E

A A

E

A

A

E

A

A

E

A

































工    種 項  目 管理基準値(mm) 

 (参 考) 

規格値(mm) 

測 定 基 準 

20 

膜厚 

最低膜厚は特別仕様書

に規定する膜厚を下回

ってはならない。 

 現場塗装箇所 10 箇所に

つき１箇所測定するも

のとし、１箇所につき

12 点測定する。（天地左

右、縦断方向に各３点） 

30 

ピンホー

ル 

火花の発生するような

欠陥があってはならな

い。 

 

40 

付着性 

付着不良の欠陥があっ

てはならない。 

 

現場塗装全面を点検す

る。 

８

管

水

路

工

事 

63 水道用液状 

エポキシ樹 

脂塗装 

    

－66－ 



管 理 方 式

管理図表に

よるもの 

(様式 2-1、

2-2)

結果一覧表

によるもの 

(様式 3-2)

点検表によ

るもの 

(様式 3-3)

測定箇所標準位置図及び測定要領 摘 要

膜厚で20点

以上のもの

左記のもの

で 20 点未

満のもの

－ 

ホリデーディテクターを用いてピンホール

検査を行う。 

標準試験電圧

塗膜の厚さ(mm) 試験電圧(ＤＣ Ｖ)

－ －
○

0.5 以上 2,000～2,500

－ －
○

柄のついた鋼製両刃のへら(全長約 200 mm 程

度)を用いてはつり、付着の良否を点検する。 

－67－







 

  

70

71

72 

 

E

A A

E

A

A

E

A A

E

A

A

E

A A

E
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J I S A 5372 RC管(スペーサー用ゴムを添付)

（参 考） 規 格 値

項 目

コード

呼び径 

(㎜)

標準値 管理基準値
8 管 水 路 工 事 

153 良 質 地 盤

8 管 水 路 工 事 

154軟 弱 地 盤

30 

31 

32 

33 

34

150 

200 

250 

300 

350

－ 

－ 

－ 

－ 

－

－ 

－ 

－ 

－ 

－

－ 

－ 

－ 

－ 

－

－ 

－ 

－ 

－ 

－

35 

36 

37 

38 

39

400 

450 

500 

600 

700

－ 

－ 

8 

8 

8 

－ 

－ 

＋2  －3 

＋3 －3 

＋3 －3

－ 

－ 

＋9 －5 

＋12 －5 

＋10 －5

－ 

－ 

＋3 －5

＋5 －5

＋4 －5

40 

41 

42 

43 

44

800 

900 

1,000 

1,100 

1,200

8 

8 

10 

10 

10

＋3  －3 

＋3  －3 

＋4 －5 

＋4 －5 

＋4 －5

＋12 －5 

＋15 －5 

＋18 －7 

＋19 －7 

＋21 －7

＋5 －5 

＋7 －5 

＋8 －7 

＋9 －7 

＋11  －7

45 

46 

47 

48 

49

1,350 

1,500 

1,650 

1,800 

2,000

10 

－ 

－ 

－ 

－

＋4 －5 

－ 

－ 

－ 

－

＋23 －7 

－ 

－ 

－ 

－

＋12  －7 

－ 

－ 

－ 

－

51 

53 

54 

55 

56

2,200 

2,400 

2,600 

2,800 

3,000

－ 

－ 

－ 

－ 

－

－ 

－ 

－ 

－ 

－

－ 

－ 

－ 

－ 

－

－ 

－ 

－ 

－ 

－

(単位：mm) 
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別表ウ　管水路（ダクタイル鋳鉄管）ジョイント間隔管理基準値

呼び径
30 75 + 14 0 + 19 0 + 11 0 + 16 0
31 100 + 14 0 + 19 0 + 11 0 + 16 0
32 150 + 14 0 + 19 0 + 11 0 + 16 0
33 200 + 14 0 + 19 0 + 10 0 + 14 0
34 250 + 14 0 + 19 0 + 10 0 + 14 0
35 300 + 14 0 + 19 0 + 16 0 + 24 0
36 350 + 22 0 + 31 0 + 16 0 + 24 0
37 400 + 22 0 + 31 0 + 16 0 + 24 0
38 450 + 22 0 + 31 0 + 16 0 + 24 0
39 500 + 22 0 + 31 0 + 20 0 + 30 0
40 600 + 22 0 + 31 0 + 20 0 + 30 0
41 700 + 22 0 + 31 0 + 20 0 + 30 0
42 800 + 22 0 + 31 0 + 20 0 + 30 0
43 900 + 22 0 + 31 0 + 25 0 + 40 0
44 1,000 + 25 0 + 36 0 + 25 0 + 40 0
45 1,100 + 25 0 + 36 0 + 25 0 + 40 0
46 1,200 + 25 0 + 36 0 + 25 0 + 50 0
47 1,350 + 25 0 + 36 0 + 25 0 + 50 0
48 1,500 + 25 0 + 36 0 + 25 0 + 60 0
49 1,600 + 25 0 + 40 0 + 25 0 + 70 0
50 1,650 + 25 0 + 45 0 + 25 0 + 70 0
51 1,800 + 25 0 + 45 0 + 25 0 + 80 0
52 2,000 + 25 0 + 50 0 + 25 0 + 90 0
53 2,100 + 25 0 + 55 0
54 2,200 + 25 0 + 55 0
55 2,400 + 25 0 + 60 0
56 2,600 + 25 0 + 70 0
注) 1.　管理基準値は接合時の値であり、4箇所の平均値とする。

2.　(参考)規格値は埋戻後の値であり、原則として4箇所のうち1箇所でもこの値を超えてはならない。
3.　接合時測定は、原則として管の内から測定するものとする。ただし、呼び径700mm以下の場合は、
　　管の外から確認してもよい。また、埋戻後の測定は、原則として呼び径700mm以下の測定は必要
　　ない。
　　なお、「埋戻後」とは、特に指示がない限り、舗装(表層、上層路盤、下層路盤)を除いた埋戻完了
　　時点とする。
4.　ダクタイル鋳鉄管のうちU形管の標準値は下図のy寸法である。
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規格項目
コード

JIS G5526・5527及び
JDPA G 1027・1029

8管水路工事　Ｔ形(直管)
管理基準値 (参考)　規格値

JIS G5526・5527及び
JDPA G 1027

8管水路工事　K形
管理基準値 (参考)　規格値

(単位:mm)

-
-
-
-

-
-
-
-



呼び径 標準値
30 75 + 11 0 + 16 0 -
31 100 + 11 0 + 17 0 -
32 150 + 11 0 + 18 0 -
33 200 + 10 0 + 16 0 -
34 250 + 10 0 + 14 0 -
35 300 -
36 350 -
37 400 -
38 450 -
39 500 -
40 600 -
41 700 105 + 23 - 5 + 32 - 5
42 800 105 + 23 - 5 + 32 - 5
43 900 105 + 23 - 5 + 32 - 5
44 1,000 105 + 23 - 5 + 33 - 5
45 1,100 105 + 23 - 5 + 33 - 5
46 1,200 105 + 23 - 5 + 33 - 5
47 1,350 105 + 23 - 5 + 33 - 5
48 1,500 105 + 23 - 5 + 33 - 5
49 1,600 115 + 24 - 5 + 33 - 5
50 1,650 115 + 24 - 5 + 33 - 5
51 1,800 115 + 24 - 5 + 33 - 5
52 2,000 115 + 24 - 5 + 36 - 5
53 2,100 115 + 24 - 5 + 36 - 5
54 2,200 115 + 24 - 5 + 36 - 5
55 2,400 115 + 24 - 5 + 36 - 5
56 2,600 130 + 24 - 5 + 36 - 5
注) 5.　JDPA G 1027 (農業用水用ダクタイル鋳鉄管) の呼び径は下記のとおり。

。 　　・T形及びT形用継ぎ輪 : 300～2,000、K形 : 300～2,600
、 6.　JDPA G 1029 (推進工法用ダクタイル鋳鉄管) の呼び径は下記のとおり。

必要 　　・T形 : 250～700、U形 : 800～2,600
7.　JDPA G 1027 (農業用水用ダクタイル鋳鉄管) のT形用継ぎ輪のジョイント間隔は、JIS G 5527
　　 (ダクタイル鋳鉄異形管) のK形に準じる。
8.　JDPA G 5527 (ダクタイル鋳鉄異形管) のK形、U形のジョイント間隔は、JIS G 5526(ダクタイル
　　鋳鉄異形管) K形、U形に準じる。
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管理基準値 (参考)　規格値 (参考)　規格値管理基準値

(単位:mm)

項目
コード

規格
JIS G5526・5527及び
JDPA G 1027・1029

JIS G5526・5527及び
JDPA G 1029

8管水路工事　T形(異形管) 8管水路工事　U形

- -
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-

- -
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-

-
-

-
-
-
-











別表カ 塗覆装の方式及びその厚さ

種 別 塗 覆 装 方 式

項 目

コード

最小厚さ（ｍ）

【内面塗装】 

「水輸送用塗覆装鋼管-第4部：内面エポキシ樹

脂塗装（JIS G 3443-4）」 

溶剤形エポキシ樹脂塗装 

0.5mm以上 

(「農業用プラスチック被覆

鋼管（WSP A-101-2009）」

による) 

直管 

テーパ付き 

直管 

異形管

【外面塗装】 

「水輸送用塗覆装鋼管-第3部：外面プラスチッ

ク被覆（JIS G 3443-3）」 

30 

2.0mm 以上 

【内面塗装】 

「水輸送用塗覆装鋼管-第4部：内面エポキシ樹

脂塗装（JIS G 3443-4）」 

溶剤形エポキシ樹脂塗装 

0.5mm以上 

(「農業用プラスチック被覆

鋼管（WSP A-101-2009）」

による) 

現場溶接部

【外面塗装】 

「水道用塗覆装鋼管ジョイントコート（WSP 

012-2010）」 

31 

プラスチック系の場合 

基 材 ：1.5mm 以上 

粘 着材 : 1.0mm 以上 

備考 1. 制水弁室、スラストブロック等貫通部の外面塗覆装は、原則としてプラスチック被覆とする。 

なお、スチフナーについても同様とするが、同部の被覆厚さについては規定しない。 

ただし、フランジ等外面部でプラスチック被覆の施工ができない場合は水道用液状エポキシ樹脂

塗料塗装とし、塗膜厚 0. 5mm 以上とする。 

2. 継手部の外面塗覆装は、「水道用塗覆装鋼管ジョイントコート（WSP  012）」プラスチック系を基

本とする。  なお、施工条件等やむを得ない理由により、プラスチック系が使用できない場合は、ゴ

ム系を使用する。 ただし、ゴム系の最小厚さは、1. 5mm とする。
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１ コンクリート関係 

工種 区分 試験（測定）項目 試験方法 試験（測定）基準 

コ 

ン 

ク 

リ 

ー 

ト 

(1) 

材 

料 

10 セメントの物理試験 JIS Ｒ 5201 製造会社の試験成績表による。 

ただし、３箇月以上貯蔵したり、 

湿ったおそれのある場合は所定の試

験を行わなければならない。 

生コン工場で製造する場合は工場の

試験成績書による。 

11 骨材のふるい分け試験 JIS Ａ 1102 １.コンクリート打設量 600m3 に１

回。 

２.採取場所及び材質が変わる毎に

１回。 

生コン工場で製造する場合は工場の

試験成績書による。 

12 骨材の単位容積質量試験 JIS Ａ 1104 採取場所及び材質が変わる毎に１

回。 

生コン工場で製造する場合は工場の

試験成績書による。 13 細骨材の密度及び吸水

 率試験 

JIS Ａ 1109 

14 粗骨材の密度及び吸水

 率試験 

JIS Ａ 1110 

15 粗骨材のすりへり試験 JIS Ａ 1121 

16 骨材の微粒分量試験 JIS Ａ 1103 

17 粗骨材中の軟石量試験 JIS Ａ 1126 

18 骨材中の粘土塊量試験 JIS Ａ 1137 

19 細骨材の塩化物イオン

 含有量試験（細骨材に海

   砂を使用する場合） 

JSCE-C502 または 

JSCE-C503 

 10 
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（参考）規 格 値 管 理 方 式 処 置 

JIS Ｒ 5210～5214 参照 １.記録の方法

試験結果は下記によ

りまとめる。 

 (1)骨材の比重及び吸水

率試験、骨材のフルイ

分け試験、骨材のアル

カリシリカ反応性試験

結果はそれぞれ所定の

様式により取りまと

め、骨材試験成績書に

記載する。  

 (2)細骨材の表面水率試

験結果は、所定の様式

に整理する。 

 (3)塩化物含有量、スラ

ンプ、空気量、圧縮強

度及び曲げ強度の試験

結果は所定の様式によ

り取りまとめ、測定値

が 20 点以上の場合は

工程能力図、Ｘ－Ｒｓ－

Ｒ ｍ又はＸ－Ｒ管理

図等により管理し、20

点未満の場合は結果一

覧表による。 

２.管 理 

 (1)コンクリート材料に

ついては骨材試験一覧

表により設計値と比較

検討する。 

 (2)塩化物含有量、スラ

ンプ、空気量、圧縮強

度及び曲げ強度につい

ては、管理試験記録に

より試験値が所定の値

に達しているかどうか

を検査し、また、その

バラツキを把握する。

 (3)塩化物含有量試験に

用いる測定器具は、公

的機関又はこれに準ず

る機関がその性能を評

価したものを用いる。

なお、一回の検査に必

要な測定回数は３回と

し、測定はその平均値

により行う。 

１.骨材の比重、粒度が設計値に
対して差異がある場合はさらに
検査の上、配合の変更その他適
切な処置をとる。 
２.細骨材の表面水率、塩化物含
有量、スランプ、空気量につい
てはその測定値の変動状態によ
り材料の再調査、配合の再検討、
計量機器の点検その他適切な処
置をとる。 
３.コンクリートの強度について
は、管理を慎重に行い強度の変
動低下を未然に防ぐように努め
る。 
  測定値が所定の値に達しない
場合は材料の品質配合、機械の
精度、練り混ぜ方法等を検査し、
適切な処置をとる。 
４. レディーミクストコンクリ
ートについて、次の（１）及び
（２）を優先したアルカリ骨材
抑制対策が行われているもの
とし、その方法について受注者
は監督職員に報告するものと
する。 
なお、現場練りコンクリート

についても、これに準じるもの
とする。 
(1)コンクリート中のアルカリ総
量の抑制 
アルカリ量が表示されたポ
ルトランドセメント等を使用
し、コンクリート１ｍ3 に含ま
れるアルカリ総量をＮａ2Ｏ換
算で 3.0kg 以下にする。 
(2)抑制効果のある混合セメント
等の使用 
ＪＩＳ Ｒ 5211 高炉セメ
ントに適合する高炉セメント
Ｂ種（スラグ混合比 40％以上）
又はＣ種、あるいはＪＩＳ Ｒ
5213 フライアッシュセメント
に適合するフライアッシュセ
メントＢ種（フライアッシュ混
合比 15％以上）又はＣ種、若
しくは混和剤をポルトランド
セメントに混入した結合材で
アルカリ骨材反応抑制効果の
確認されたものを使用する。 

コンクリート標準示方書（施工編）に

よる 

高炉スラグ粗骨材Ａ    1.25kg/  
〃 粗骨材Ｂ    1.35kg/  
〃 細骨材     1.45kg/  

40％以下 

舗装コンクリート  35％以下 

細骨材 

砕砂 9.0%以下（ただし、すりへり

作用を受ける場合は 5.0%以下） 

砕砂及びスラグ細骨材（粘土、シル

ト等を含まない場合） 7.0%以下 

（ただし、すりへり作用を受ける場

合は 5.0%以下） 

それ以外（砂等） 5.0%以下（ただ

し、すりへり作用を受ける場合は

3.0%以下） 

粗骨材 

砕石 3.0%以下（ただし、粒径判定

実績率が58%以上の場合は5.0%以下） 

スラグ粗骨材 5.0%以下 

それ以外（砂利等） 1.0%以下 

舗装コンクリート     ５％以下 

細骨材 1.0％以下 

粗骨材   0.25％以下 

0.04%以下 
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工種 区分 試験（測定）項目 試験方法 試験（測定）基準 

コ 

ン 

ク 

リ 

ー 

ト 

(1) 

材 

料 

20 砂の有機不純物量 JIS Ａ 1105 

21 骨材の安定性試験 JIS Ａ 1122 

22 骨材のアルカリシリカ

 反応性試験 

JIS Ａ 1145 又

は 1146 

23 配合試験 生コンの場合は、工場の配合報告書

による。 

(2) 

施 

工 

24 塩化物含有量試験 JIS Ａ 1144 

もしくは信頼でき

る機関で評価を受

けた試験方法 

海砂を使用する場合２回／日、その

他の場合１回／週 

25 スランプ試験 JIS Ａ 1101 圧縮強度試験用供試体採取時及び荷

卸し時に品質変化が認められたとき

26 空気量試験 JIS Ａ 1128 他 圧縮強度試験用供試体採取時及び荷

卸し時に品質変化が認められたとき

27 圧縮強度試験 JIS Ａ 1108 １.供試体の試料荷卸し場所にて 採

取する。 

２.試験基準

1 回／日または工事の規模に応じ

て 20～150m3 毎に 1回とする。

 テストピースは１回につき６個

（σ７…３個、σ２８…３個）とする。

＊ 小規模工種で、１規格あたりの

総使用量が 20m3 未満の場合には 1

回以上、またはレディーミクスト

コンクリート工場（JIS 表示認証

工場）において作成された品質証

明書の提出のみとすることができ

る。 

 10 









10
10

 

11 

12 

13 

   

14 

15  

16 

17  

20 

 

21 

22 

23 

   





10
24 

 

2 5  

  

26 

 

27  

28 

29  

30 

  

31  

40 

 

41  

42  

43 

  

44 

4 5  

  

46 

 

4 7  

  

48 

 

4 9  

   

50 

   

51  

52 

  

53 





10
60 

61  

62  

63 

   

64 

   

65 

   

66 

    

67 

   

68 

   

69 

   

70 





20 10 

   

11  

12  

13 

   

30 10 

   

11  

12  

13 

   

14 

  





40 10 

 

11  

12  ①測定箇所は、４０ｍ当り１箇
　所を標準とするが、工事監督
　員の指示による。
　ただし、４０ｍ以下は２箇所
　とする。

②午前の施工前に１回、午後の
　施工前に１回実施する。

③盛土高１．０ｍごとで１箇所
　当りの個数は２～３個とする。
　実施場所については工事監督
　員の指示による。
　ただし、抱土、さや土につい
　ては、現場の状況により別途
　工事監督員が指示する。

13 

 

14 現場透水度の測定 盛土高１．０ｍごとに現場透水
度の測定を実施する。実施場所
については工事監督員の指示に
よる。



締固め度の基準

１．許容含水比＝（標準突固め最適含水比）－盛土含水比≦±５％

　　　　　　　盛土乾燥密度

　　D値＝　　　　　　　　　　　　×１００≧９０％
　　　　　標準突固め最大乾燥密度

　　　　　　　盛土乾燥密度

　　C値＝　　　　　　　　　　　　×１００≧９５％
　　　　　盛土と同じ含水比における

　　　　　　突固め乾燥密度

透水度の基準

鋼土　K＝１×１０-7～１×１０-5cm/sec

抱土　　 １×１０-6～１×１０-4

さや土   １×１０-4～１×１０-2







10
10 

11 

12 

13 

14 

15 

1 6  

 

17 

18 

19 

20 

　 ティ試験

21 

   

22 

    

23 

   

24 

   

25 試験

26 

27 

   

28 
   

29 

   

30 

   





10
31 

   

32 

   

33 

34 

 

35 

36 

   

37 

38 

39 

   

40 

  

41 





10
42 

 

43 



º



５ コンクリート二次製品及び鋼材関係 

(1）コンクリート二次製品関係

種 類 規 格 試験方法 標 準 ロ ッ ト 数

無筋コンクリート管及び鉄筋コン

クリート管

JIS A 5371 

JIS A 5372

JIS A 5371 

JIS A 5372 

300 本

遠心力鉄筋コンクリート管 (ヒュ

ーム管)

JIS A 5372 JIS A 5372 直 管 

φ 150～ 350  500 本 

φ 400～l,000  200 本 

φ 1,100～1,800 150 本 

φ 2,000～2,400 130 本 

φ 2,600～3,000 100 本 

異形管、Ｔ字管、Ｙ字管、 

短管 100 本 

曲管、支管 50 本

遠心力鉄筋コンクリーﾄ杭 JIS A 5372 JIS A 5372 200 本

プレテンション方式遠心力高強

度プレストレストコンクリー卜杭

（ＰＨＣ杭）

JIS A 5373 JIS A 5373 外 径 

300～  400 1,000 本 

450～ 600 700 本 

700～ 1,200 500 本

コンクリート矢板 JIS A 5372 

JIS A 5373

JIS A 5372 

JIS A 5373

1,000 枚

鉄筋コンクリートプリューム及び

鉄筋コンクリートペンチプリュー

ム

JIS A 5372 JIS A 5372 500 個

鉄筋コンクリート組立土止め JIS A 5372 JIS A 5372 1,000 個

鉄筋コンクリートＵ形 

(Ｕ字溝)

JIS A 5372 JIS A 5372 1,000 個

道路用鉄筋コンクリート側溝 JIS A 5372 JIS A 5372 1,000 個

舗装用コンクリート平板 JIS A 5371 JIS A 5371 2,000 枚

コンクリート境界ブロック 

(地先境界及び歩車道境界)

JIS A 5371 JIS A 5371 1,000 個

コンクリートＬ形及び鉄筋コンクリ

ートＬ形

JIS A 5371 

JIS A 5372

JIS A 5371 

JIS A 5372

1,000 個

組合せ暗渠ブロック JIS A 5372 JIS A 5372 1,000 個

コンクリート積みブロック JIS A 5371 JIS A 5371 1,000 個

建築用コンクリートブロック JIS A 5406 JIS A 5406 1,000 個
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別表第別表第別表第別表第５５５５    施設機械工事等施工管理基準施設機械工事等施工管理基準施設機械工事等施工管理基準施設機械工事等施工管理基準    
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施設機械工事等の施工管理については、農林水産省農村振興局整備部設計課の｢施設機械工事等

施工管理基準｣に準じるものとする。 

なお、準用する項目は以下の目次のとおりとする。 

施設機械工事等施工管理基準（平成１９年４月版） 

目次 

第１項 施設機械工事等施工管理基準 

第２項 直接測定による出来形管理 

１ 用排水ポンプ設備 

２ 水門設備 

① 河川・水路用水門 

② ゴム引布製起伏ゲート 

③ ダム用水門設備 

３ 除塵設備 

４ 鋼橋上部工 

５ 水管橋上部工 

６ 電気設備 

７ 水管理制御システム 

第３項 撮影記録による出来形管理 

第４項 品質管理 

１ 共通 

２ 用排水ポンプ設備 

３ 水門設備 

① 河川・水路用水門 

② ゴム引布製起伏ゲート 

③ ダム用水門設備 

４ 除塵設備 

５ 鋼橋上部工 

６ 水管橋上部工 

７ 電気設備 

８ 水管理制御システム 

第５項 施工管理記録様式 



引引引引    用用用用    文文文文    献献献献    

１．土木工事施工管理基準 

（平成25年3月）農林水産省農村振興局整備部設計課 


	03　H23施工管理基準【全体】
	農業土木工事施工管理基準
	目次

	施工管理基準


	別表第1　直接測定による出来形管理
	１　共通工事
	２　ほ場整備工事
	３　農用地造成工事
	４　農道工事
	５　水路トンネル工事
	６　水路工事
	７　河川及び排水路工事
	８　管水路工事
	９　畑かん施設工事
	10　橋梁工事
	11　橋梁下部工事
	12　法面保護工事
	13　暗渠排水工事
	14　フィルダム工事
	15　頭首工工事
	16　海岸河川工事
	17　ため池改修工事
	別表　ア、イ、ウ、エ、オ、カ

	別表第2　撮影記録による出来形管理
	１　共通工事
	２　ほ場整備工事
	３　農用地造成工事
	４　農道工事
	５　水路トンネル工事
	６　水路工事
	７　河川及び排水路工事
	８　管水路工事
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	10　橋梁工事
	11　橋梁下部工事
	12　法面保護工事
	13　暗渠排水工事
	14　フィルダム工事
	15　頭首工工事
	16　海岸河川工事
	17　ため池改修工事

	別表第３　品質管理
	１　コンクリート関係
	２　土質関係
	３　石材関係
	４　アスファルト関係
	５　コンクリート二次製品及び鋼材関係
	その他の二次製品
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